予算要求資料
平成29年度当初予算　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工鉱業振興費
	事業名　県産品海外プロモーション事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　観光企画課　海外戦略推進係　電話番号：058-272-1111（内 3119）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　要求額　25,000千円（現計予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	25,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	25,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
   (伝統工芸品プロモーション)

岐阜県を代表する伝統工芸品等を扱う地場産業については、消費者のライフスタイルの変化等により国内需要が減少しつつあり、海外展開による新たな需要を喚起・開拓・拡大を図ることが必須である。
（日本酒プロモーション）

　  岐阜県の日本酒づくりは全国７位・５１場の蔵元数を誇るが、近年の日本酒の消費量は「日本人の人口減少」「一人あたりの消費量の減少」により、減少の一途である。

一方、海外では2013年12月に「和食」がユネスコ文化遺産に登録されるなど、日本食品は海外で注目されており、日本酒も日本食レストランの増加等を背景に、人気が高まっている。また、TPPではアメリカ等で日本酒は関税が“即時撤廃”で大筋合意するなど、明るい兆しが見えてきている。
（２）事業内容
世界有数の情報発信拠点であり、TPPの大筋合意により市場機会の拡大が見込まれるアメリカ等や成長著しいアジア等において、伝統工芸品や日本酒のプロモーション等を実施し、知名度向上、ブランド力強化及び海外販路開拓につなぐ。
実施にあたっては、海外主要都市において実施しているトップセールス等による「観光・食・モノ」を一体化したプロモーションも活用しつつ、海外市場開拓を目指す県内中小企業を支援する。
（３）県負担・補助率の考え方

  　　県内企業が１から海外販路開拓を行うのはハードルが高い。県が率先して販路開拓することにより、海外展開の経験が乏しく、貿易実務に疎い企業等が海外展開に積極的に取り組むための“呼び水”となることを狙うため、県事業として実施することが適当である。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳　
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	2,396
	海外販路開拓のための出張旅費

	需用費
	2,080
	ＰＲ用県産品、日本酒等購入費用

	委託料
	
20,014
	NY伝統工芸品プロモーション委託等

	役務費
	360
	通訳等

	報償費
	150
	講師謝金等

	合計
	25,000
	


　　
	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
岐阜県成長・雇用戦略　

６　戦略を推進するための基盤づくり　（３）販路拡大・海外展開
（２）後年度の財政負担
　　　今年度、世界最大市場であるアメリカで行った岐阜県ＰＲプロモーションを一過性に終わらせるのでなく、現地における認知度や今後のディストリビューター（流通事業者）等からの信頼を得て真のパートナーとなるためには、少なくとも３年程度は継続して実施する必要がある。また、トップセールスを活用することにより効果的に実施する必要がある。
（３）事業主体及びその妥当性
公的機関である県が率先して海外に販路を構築することにより、海外においても県産品の信頼度が高まり、海外と県内企業との継続的取引へと繋がる可能性が高くなる。また、県レベルの方が県内全域から県産品を紹介できるため、より幅広いニーズに対応が可能である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　平成３２年度末までに、輸出事業者数を４６８事業者に増加させる。（岐阜県統計課・岐阜県輸出関係調査）
　　平成３０年度末までに、岐阜県産日本酒の年間輸出数量を69,500リットルまで増加させる。（年間の伸び率100.7%）


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	輸出事業所数（工業統計）
	億円
（  ）
	（H　）
	
	353億円

（H26）
	468億円
（H32）
	
  75％


	海外向け日本酒の年間輸出数量
	67,601
(H26.12)
	（H　）
	
	67,601
(H26.12)
	69,500

(H31.3)
	
98.7％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）


①名古屋国税局と共催によるアメリカへの　

　 日本酒輸出に特化したセミナーの開催

　【期間】平成28年3月23日

　【実績】15社、17名

②アメリカ・ニューヨーク在住の酒サムライ

    及び現地インポーターによる日本酒の海

　 外輸出に向けたセミナーの開催

　【期間】平成28年6月22日


（２）在外公館等を活用した日本酒PR

　【期間】平成28年9月7日、8日

　【実績】①在NY総領事公邸

　　 　　　参加者:12社,12名,来場者:約170名　　　　　　　

   　　　②ジャパン・ソサエティ

　　　　　 参加者:11社,11名,来場者:約250名　　

（３）Ｂ ｔｏ Ｂ向けPR及びマーケティング

　【期間】平成28年9月９日

　【実績】ASTOR CENTER


セミナー参加者：32名　　　　　　　　　　

（４）B to C向けPR及びマーケティング

　【期間】平成28年9月5日～９月18日

　【実績】①ASTOR WINES&SPIRITS：参加者：5社,5名

　　　　  ②TICグループ各店舗：参加者：12蔵,12名

　　　　　③EN Japanese Brasserie：参加者9蔵,9名

	　　　　　④一風堂 WESTSIDE：参加者：3蔵,5銘柄



（前年度の成果）


【主な蔵元からの意見】

	・米国市場に進出済みの蔵元は、今まで取引のなかった酒販店や飲食店に　

販路が広がり、販売免許のない蔵元も、人脈作りのきっかけを得て免許取得への弾みがついた。
・想像以上に海外で日本酒が興味を持たれていると実感できた。
・県内蔵元の輸出に結び付けるため、現地インポーターとのマッチング等
があっても良かった。
・今後のビジネスのフォローアップやアメリカでの情報提供など、アメリ
カ側で活動していただける窓口を設けていただきたい。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	近年、経済のグローバル化・ボーダレス化に伴い、県内中小企業の国際化は産業政策上極めて重要な課題となっており、一層の支援強化が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	アメリカ等において実施した県産品テストマーケティングを契機として、取材依頼等も増えてきており、事業の有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	海外に販売拠点や販路をもつ民間企業との連携で事業を進めることにより、単独では海外展開が困難な県内中小企業にも海外市場開拓・拡大の機会を提供することができている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
グローバル展開及び海外の連携会社の戦略・事業実施のスピードが速く、また実取引に進むには専門的な知識・ノウハウの習得や体制の構築等、組織能力の向上が求められるため、機会を提供しても、県内の中小企業が継続的な取引につなげることができるかが課題である。
従い、経営資源の乏しい中小企業の対応力を強化・補完して海外展開が可能となるよう、能力構築支援とセットで一貫的に支援していくことの必要性の検討が課題である。
また、海外でのプロモーション実施においては、現地との調整コスト（コミュニケーション等の手間・時間等）が多大となり、事業実施が非効率となるため、海外事業の実施にあたっては、相手国の事情も考慮して柔軟に対応できると望ましい。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　国内市場が縮小する中、県内企業の海外展開に対する支援ニーズが高まっている。今後も、県産品の海外市場開拓を促進するため、海外において伝統工芸品、日本酒等のプロモーションを実施し、積極的に県内企業を支援する。

また、経営資源の乏しい中小企業が、マッチングや商品開発の成果を具体的に収益化するために必要な、組織能力（貿易知識・ノウハウ、外国語対応力のほか、戦略構築、事業計画策定等）の強化・補完。そのための、事業者にとって利便性の高いパッケージによる一貫支援の必要性の検討。


